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経済論叢 〔京都 大学 〉第 】67巻第5・6号,2001年5・6月

都市 システムの集 中 ・分業過程

一 異業種集中か ら同業種集中へ

毛 三 良

は じ め に

都 市 システ ムの発展 には一般 的法則 が存在す るか ど うか につい て既 存研究

(Fujita[1989]Fujitaetal.[1999],Krugman[1991],[1993],.IIenderson

[1974],[1982],[1988],Ethier[1982],Myrdal[1957],ChTistaller[1966],

Losch「1954な ど)に はほ とん ど明示 的に言及 されてい ない。都市 の生成 と

発展 については,規 模 の経済(収 穫逓増)に よる経 済活動 の都市へ の集 中が規

模 の不経 済(都 市内部 の通勤 コス トと地価の高騰,混 雑,農 産 品の総輸送 コス

トの増加)を 伴 い,こ の相反す る力が均 衡す るところで都市 の規模が決 まる,

.とい うのが通説で ある。 しか し,こ こでい う集中は異業種集 中か,そ れ とも同

業 種 集 中か はほ とん ど区 別 さ れ て い な い。Henderson[1974],[1982].

[1988]は 同 業種集 中に注 目 して,都 市規模 の分布 を説明 して いるが,異 業種

集 中については十分 な配慮が なされてい ない。Fujitaetal.[1999]は 独 占的競

争 モデル とCES効 用 関数 を用 いて,地 域経 済 ・都市 システム ・国際経済の集

中 ・分業 を総括的 に分析 してい る。その中で,交 通 コス トの変化が地域集中 に

与 える影響,国 際経済 におけ る同業種集 中過程 も分析 され てい るが,異 業種集

中か ら同業種集 中への変動 過程 は描 かれ ていないD大 西[1998]は 国 際地域経

済 における ダイバー ジェ ンスか らコンバ ー ジェ ンスへの長期変動 を唱えてい る

ものの,地 域構造 と業 種構 造の関連付 けはなされ てい ない。

したが って,毛[2000]が 打 ち出 した異業種集 中か ら同業種集中への発展法
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則1)は 都 市 システムの発展法則 として作用す る ことを証 明で きれ ば,都 市 シス

テムに対す る認識 を発 展させ る.ロ∫能性が浮か び上が って くる。本稿 は都市 シス

テムの都市構造及 び業種構 造の発展 過程 を異業種集 中か ら同業種 集 中への発展

法則 によ りとらえることで,都 市 システムの発展 に関す る一般的法則 を論証 し

よ うと試み る。モ デルの作成に際.して,集 中による規模 の経済 と規模 の不経済

を同時 に生産 関数 に反映 させ るように努 力 した。 これ は,既 存 モデルの多 くは

規模 の不経済 を効用関数 によって表 してお り,効 用 関数が測定 し難 く,実 証研

究は容易 にで きない とい うことへの反省 があ るか らで ある。 また,筆 者の実証

研究 において,大 都.市の分散は生産性 の低下 による ところが大 きい ことが証明

され てお り(毛[1997],[2000]),生 産 関数 自身に規模 の不経済が存在す る可

能性 が示唆 され てい る。

一方
,独 占的競争モ デルにおいて,生 産関数に規模 の不経済 を織 り込む こと

がて きず,都 市 の発展 を制約す る分散 力 として,農 村 セク ターや都市内部構造,

あ るいは国境 の存在 を考 えなければな らない。 このよ うな事情 によ り,完 全競

争の一般均衡 モデルを構築 した。

本稿 は以下 のよ うに構成 され る。第1節 で は閉鎖都市 モデルを構築 し,都 市

の生成 と発展 過程 を描 く.第n節 で は都 市 システ ムのモデルを構築 し,第 剛節

.で は.このモデルによ り,都 市 システ ムの集中 ・分業過程 をシ ミュレーシ ョンす

る。第R節 で は,結 論 と.今後 の課題 をま とめ る。

P
.

1)こ れ は地域経済の実証分析のrトで生まれたもので,空 間分業仮説 ともい う。内容は概略す ると

次 のようなものであ る。

経済発展の初期段階では交通 コス トが大 きく,取 引コス トの節約 を含めた規模の経済に よりす

べての業種が一箇所 に集中す るが,規 模が大 き くなるにつれて.規 模の不経済が働 き,い くつか

の業種が分散 し始め,そ れによ り交 通コス トが地域 間の交通量 の増大 によ り減少 し」減少 した交

通 コス トが分散 を加速 させる.結 果 として,異 業 種集 中は同業種集 中に向か って発展する。

この仮説 は筆者 自身 によ り打 ち出 された ものであ り,こ れ を検 証す る形で の実証 分析 も毛

[19971,[2000]以 外 に見当たらない。中国経済 においてはこの法則が明確 に現れている。 ・方,

Krugman[1991]は 異業種集中 と同業種集中を区別 していないが,そ の計 算結 果か らアメリカの

同業種集 中が ヨー・ロ ッパのそれよ りかな り進 んで いることが窺 える。 これはかっての ヨー ロッパ

諸国間の国境の存在に より,ヨ ー ロγパの地域間交通 コス トが アメリカのそれ より大 きか ったか

らであ ると考え られ る.

鰯
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1閉 鎖都市モデル

1基 本設定

外部 との交易が存在 しない都市を 「閉鎖都市」と名づけることができるが,

今ここで全人口(劫 が総労働者でかつ総消費者であるとする。また,こ の都

.市において2業 種 しか存在せず,業 種1は 同.質な財1,業 種2は 同質な財2を

それぞれ利潤最大化の原則で生産する(労 働は唯一の生産要素である)と する。

労働による所得は効用最:大化の原則で財1と 財2に すべて消費されるとする。

2生 産 関数

任 意の.企業 の生産 関数は 置r=π 茜 で ある と設定す る。 ただ し,ゴ=1,2で,

業 種1と 業種2を それぞれ意味す る。ηゴ,τ`は それぞれ当該企業 の労働投 入,

財 ∫の産出で.ある。Q;ば 企 業 にとって所 与の定数で あ る。す る と,集 計生産

関数 は

瓦 二.αゴ瓦....(ユ)

に な る。飢,凡 はそれぞれ業種 ∫の総労働 と総産出であ る。α滑ま規模 の経済

と不経済 を反映で きるように,以 下 のよ うに定義す る暁

σ、=瓦 β(ψゴ(2*z,*N一(Ti*1v)3)η ピ+1)

こ こで,1WIは 業種 ガの人口 鵡 の単 調増加 関数 で,業 種 ゴの同業種集 中に

よる特殊利益 を表 す。@(2*τ 渉 」V一(T;「*1V)2)η「+1)は 総 人 口Nの 関数で,

業種 ピの異業種 集中 による特殊利益 を表す。E,,軸,T,,η バよ規模 の経 済 と不

経 済の程 度 を表すパ ラメーターであ る。ε虹>0は 同業種集 中特殊利益 の程 度を

表す。@ま(Z*z,*1>一(z,*N)2)n++1)はN=0とN=2/e;の と きに1で,最

大値 が1+物(N=1/r,の と き)の 放物線 関数で,o+>Oは 関数 の形状 を表す。

2)規 模 による利益は毛[1997]に よる と,同 業種集 中による特殊利益 と異業種集中による特殊 利

益 に分 けることがで きる、 この定義式 において は,Nに 慾 が含 まれ ている.特 殊 なケースN
=N 、を考 える と,1司業種 集中h体 にも規模 の不経済が発 生する.こ れはた とえ交通 コス トが 無

限小 になっても,同 業種集中が無限に.発展す るこ とがない ことを保証す る.
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した が って,異 業種 集 中 によ る特 殊利 益 は1><1/τrの と きに増 加 し,Nが

1/T;を 越 えると減少す る。1/z;は この意味 において,最 大の異業種集中利益 を

もたらす人[で あ る(た だ し,あ とで見 るよ うに,同 業種集中の特殊利 益を も

Il考㍊論 難 顯1灘 淑
。、　 。産　 。。茜

の企業 の総 費用 は 児型 とな り,限 界費用 と平均費用 は ともに"魚 虹となる。完

全競争の下で,あ=酬 勧 が成 り立つ。

2消 費者行動

個 々人は同様 な効用 関数 を持つ とす る:

畢 σ=」'∬彦一μ ・(2)

葺.μ と1一 μ は財1と 財2へ の支 出 シェ アで,31と 亀 は財1と 財2の 一人 あ

}.た 蛸 韻 である。鵬 制約@。)と 而 の財価格の下で渤 腺 大化によ
'.る.一 一人 あた りめ財fへ の需 要量は 苅=μ ωゆ

、,乃;(1一 μ)ωφ2と な る。 総需要

は一人 あた りの需要量 に総人口 をかける ことによ って得 られ る;

躍ヂ;μ躍ム吻1・....(3)

「弘
・》=(1一 卿 聯 ・..:..(4)

4市 場 均 衡 と最適 規模

生 産 関 数(1)と 需 要 関 数(3),(4)か ら業 種 間 労 働 配 分N,=gN,N2=(1一

μ)Nが 得 ら れ る 。 さ ら に,個 々 人 の 実 質 賃 金(ω)は 所 得,則'の 価 格 と 効 用 関

数(2)か ら 導 出 で き る=

ω=α 鰯一 μ

={(μ ハr)d[望)1(2*71*ハF一(71*2V)2)η1十1]}ロ

{1(1一 μ)ハ1rz[甲2(2*72*N一(τ2*1V)z)η2十1]}L　 醒

こ の 式 か ら,最 大 の 実 質 賃 金 と最 適 規 模 が 求 め ら れ る 。 た だ し,数 式 が 複 雑

に な る の を 避 け て,い く つ か の 数 値 計 算 の 結 果 を 示 す に と ど め て お く。
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こ こ で,パ ラ メ ー タ ー の 値 を

ε・一 ・・一 〇.05,(p,=.ψ ・=⑪ ・2,z・=τ ・=0.01,n・=η ・=0・5.u=0・5

に 設 定 す る と3,,実 質 賃 金 と 総 人 日 の 関 係 を 第1図 の よ う に 描 く ζ と が で き る 。

最 大 実 質 賃 金 は ωm、。=1.4678,最 適 規 模 は 瓦p,=123.502で あ る 。

5比 較静学分析

効用関数パ ラメー タrに 関す る比較静学 の分析 を行 うことにより,同 業種集

中 と異業種集中が最大.実質賃金 と最適規模 に与 える影響 を確 認す ることが で き

る。まず,上 記設定 した生 産関数 のパラメーターを用いて.実 質賃金 を導 出す

る:

.ω一NoO5[1+0.2(0.02*2V-0.0001粒V2)。 ・5](1一μ)D・05寧〔1-u)90・05-u

明 らか に,最 適規模 の入 口は μか ら独立 してお りり,常 に123,502で あ る。

しか し最適 規模 で実現 で きる最大実 質賃 金 とμ の間に第3図 で示 してい る関

係が存在す る。u=o.sの と きに.両業種が均等 に混在 し,同 業種集 中の特殊利

益が十分に享受で きない ことか ら実質賃金が最 も低 い。μが0.5か ら離れ る.ほ

ど,生 産 も特定業種 に偏 り,実 質賃金 も高 まる。

11都 市 シスデムモデル

前節では,閉 鎖都市における最適規模と.最大実質賃金を得 ることができた。

次にこのモデルを2都 市からなる都市シスデムモデルに拡張する。

1基 本 設 定

こ こ で は,ミ ク ロ 的 市 場 構 造 は 前 節 と 同 じ で あ る が,都 市 シ ス テ ム.を 分 析 す

3)こ のよ う詮設定は以下 の理 由による。まず,同 業 種集中パ ラメー ター6rはMansfield[1982],

p.164を 参照 し.てい る。異業種集中に関す るパ ラメー ターはそれ に準拠 して決定 している。その

関数を プロ ッ トすれば第2図 のよ う.なる。 これは 』udersoll[1986]力 竃指摘 した ような,異 業種

集中による特殊利益 は同業種集中 によるそれよ り小 さい ことと合致す る。破線 は該 当業種の人]

シェアが0.5の ときの 蘭 である昏

4)こ の結論 は2業 種 の生産関数が対称的であるよ うヒバ ラメー ターの値 を設定 した ことによる』
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第1図 実質賃金と総人pの 関係
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る 際に交通 コス ト5♪をモデルに明示 的に組み込 む必要が あ る。輸送部 門をモデ

ル に 入 れ ず に 完 全 競 争 で の.一 般 均 衡 を 維 持 す る た め に,"iceberg"型

(Samuelson[1952])の 交 通 コス トを導 入す る。2都 市間の交通 コス トは2業

種 にお いて同 じTで ある とす る と,1単 位 の財 が他都 市に発送 した ら,1/丁

単 位 の財 しか 目的地 に到達 しない ことにな る。残 りの部分 は途 中で消耗 され る。

言 い換 える と,目 的地 に1単 位 の需 要が生 じたと きに暫生産地 は ア単位 を供

給 しな けれ ばな らない。 そのため に,生 産地の財価格 が ρであ る ときに需 要

地の同一則'の価 格が 餌 丁にならなければ ならない。 しか し,完 全競争 におい

ては,同 一財 の代替弾力性が無限大であ り,同 一財 の価格が 同 じで なければな

らない ことを要求す る。 この.矛盾 を解 消す るために,同.一 業種 の財で あって も,

供 給地が違 えば,代 替弾力性 が σ>1の 異質財 になる と仮 定す る%コ ブ ・ダ

グラス型需 要関数(2)に おいて,財1.と 財2の 代替弾力性が ユで あることを考

慮 すれば,こ こでの σが十分 に大 きければ,異 質財 であ ると仮定 して も,同

一業種 に属 する財で あることとは矛盾 しない。 この点につ いてはす ぐあとで需

要関数を定義す るときに詳 し く説明す る。

こうすれば,2都 市 モデルにおいて,各 都市は2業 種,各 業種 に同一 の財 し

か生産 しないが,消 費は2業 種,各 業種 に2財 があ ることになる。

2生 産関数

前節 と同 じよ うな ミクロ構造の基本設定 により,マ クロ的な集計生産関数及

・び財の価格 は以 下のように得 られ る.=

ユアゴ}=αゴ∫λ歪∫ハr.....(5)

ρrノ=w,;/砺.....(6)

5)交 通 コス トの定義 は毛[1997]を 踏襲す る:交 通 コス トという用語 は空 間移動お よび空間 を超

えるコ ミュニケーシ コン.に伴 うすべての コ.ストとい う非 常に広範 な意味で使われてい る,物 理的

な交通費(輸 送費)・ 交通時 間 ・交通快 適さは言 うまで もな く,国 境の存 在,国 際的および国内

的行政規制,言 語や風習の相違等.々も交通 コス トの 一種 と考えられて いる.

6)こ れはArmi㎎ton[1969]の 仮定を参照 した ものである,
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　 ぢ

Σ Σλf戸1
f=1ゴ=!紅

ここで,∫=1,2は 業 種 ユと業種2を 意味 し,ノ=、4,Bは 都 市A,都 市Bを

指す とす る。N4よ 都rhシ ス テムにおける総人口で,癩 は都市 ゴにお ける業種

∫の 人口の対 合人 口 シェ アで あ る とす る。賜,画 はそれ ぞれ都 市 ゴで の財 ゴ

の供給 量 と供給地価格で あ り,吻 都市 ノにおけ る業種 ガの.名目賃 金率 であ る

とす る。 さらに,同 一業種の生席関数パ ラメー ターは所在す る都 市が違 って も

同一で あると仮定ずればθ:

σげ=(λ,ノ1V)し吐摩)`(2*T;*ノ 己;N一(τ∫*λノノV)多)弓'十1](7)

ヱ

を得 る ことがで きる.た だ し,.λ戸 Σλゴ」で,ノ 都市 人口の全人 口Nに 対す る
'=1

シ ェ ア で あ る 。

.3消 費者行動

個 々人の効用 関数 は都市,業 種 を問わず 同様 な関数

U=x;x;一 μ

であ るとす るが,躍1,.」2は 次 式CES関 数 で定義 され る業種 ユと業種2の.合 成

財消費量であ る とす る:

ユ}ゴ=(.z:個所十コ7ゴ8ρウ1!ρ∫.0<ρ ゴ〈ユ,ゴ 詣1 ,2

勘,エ,β はそれぞれ業種 ゴのA都 市 とB都 市 で生産 され た財 の消 費量 である。

煽 と 勘 の代替弾力 性が の であ るとする と,ρf=(の 一1)/a、 で あ る
。

予算制約 式は交通 コス トを考慮すれば ,消 費者に とって次 のよ うになる(都

市Bに つい τ も同 じ方法 を適用で きるので ,以 下は都市Aに つい てのみ記述す

る):

　

ミヨ 　

.壕 誤L(輪)+脇 刀=玖
玖 はA都 市の分析対象となっている消養者の所得である。

η す なわ ち.砺=f粥=Wye=伽=倫,τ,4=τ 畑±τr
,η,4=伽 三η望が 成 立 す る。
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この効用最大 化 の問題 を解 くために,ま ず,.a,が 所 与 の ときに,消 費者 は

.勘,踊 をそれ ぞれ どのよ うに選択す るか を考 えよ う。 これ は次 の問題 を解 く

ことで もある=

mi・(の,、+」 廓 丁)・.t.xi=(勘 ・・+勘 ・り正!ρ・

費用最.小化のための一階の微分条件から次式が得られる;

((A/B)町'一 叢

これ を 変 形 して 得 た 勘=恥[(P,T)ゆr沌 】1/(,一Dを 制 約 式a一 十

砺 ρウ1/ρ・に代 入す ればA都 市 における ∬,^の 条件付補償需要関数が得 られ る:

ρrA1ゆrl) ∫`.(8)
露帆44一

ゆ」滝ρ〆〔ρ・一P十(PiBT)ρ ・/〔ρr-PJ1ノμ」

同 様 にA都 市 に お け る 鞠 の 条 件 付 補 償 需 要 関 数 が 得 ら れ るi

(ゆ,8)1/(ρ 憂一1, 躍
虚 ∫..(.9)躍rノ孟≡

[ρ個ρ幽 一1)+ψ4)P,/(P,一'.']1ノ ρ'

こ れ ら の 式 か ら,1単 位 の 栄 種 ゴの 合 成 財 を 得 る の に 必 要 な 最 小 費 用 を 求 め

る こ とが で き る:

∬,4・姐+鞠 伽 丁=[解'〆 〔'「"+(加 τ)P,/(P「1」r'「1〕/ρ偽

は 鍛 単 位 の 業 種 ゴの 合 成 財 を 得 る た め の 最 小 費 用 で あ る こ と か ら,

α 。=[ρ 、。ρ〆(n-11+(ρ 、。T)ρ・〆〔ρ・一D]ω・一1)/ρ・=

瞬(1　 σ蒔 ψ 、。ηu一 σ・1]レu一σ・'...〔10)

をA都 市 に お け る 業 種 ゴの 合 成 財 の 価 格 と み な す こ と が で き る(以 下 は こ れ を

価 格 指 数 と呼 ぶ こ と に す る〉。

こ の よ う な 手 続 き に よ り,都 市Aの 消 費 者 効 用 最 大 化 問 題 は 次 の 問 題 に な

るl

maxU=媚 場 一μS.t.Gl五 ∬1十 〇ZA範 ≡ 〃4

と れ に よ り計 算 し た 合 成 財 に 対 す る 需 要 ∬、=9-/n/GM,絢=(1一 μ)鮮0蹴 を

(8),(9)式 に 代 入 す れ ば,AHIS市 の 当 該 消 費 者 の4財 に 対 す る 需 要 量 が 求 ま
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る.:

ρ1ズσ1
.∬1評=幽

GM　 【σ1-11

(乃 田)一 σ1必
】評=μ 幽0.

1ムー(σ・一1)

げ 一(レ曲 舞 煮

ρz月一σ'、勘4^
=(1一 μ)〃A

θ2バ(',1)

A都 市の櫛 繍 澱1脚 押 幽 である・とカ・ら・螂 市磯 離 関数臥

龍噸 熱一 一 翻継 一 ㎝

1　 ・(　 +　 鵬 ≡(12)
歯.・ 幽 ・・一・)(蜘 ・1・+… 晦 ・謬 論(13)

為・勉一・・一・脚 ・　 砺 晦 ・舞 篭 ≡;;.(14・

. 瞬 ・.,肺 ・・ヒついて略 財の価格指数騰 ・額 関数が勅 られる・

θ… ゆ・叫 ψ・∬'q　 】　 卯 一..(15)

灘 一・・一 ・一 ・羅 …1;.(・6・

ψ 且・一"1)(17)&
B`8=μ(八 収 田"1β 十 八疏28"2B)G

、β一〔σ・一P

雛 ・・… 画 　 +服 礁1毒 ≡li(18)

ρ2B一 σ2(ユ9)梅48
一(1-u)(醐 、β砺+ハ 碇 、β"・・)

02β一`σ・一1,

ll:.
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4市 場 均 衡

一 般 均 衡 分 析 の 慣 例 に 従 い ,鞠=1と 基 準 化 す れ ば,

給 均 衡 を 考 え れ ば よ い 暁

X1ゑ5己Xエ 評 十TX1沌48

x2刈5=x幽 幽 十TXe

Xx,.=㍑1β4叶 濁 許

4財 の 中で3財 の需

(20)

(21)

(22)

5実 質賃金と人口移動

効用 関数 σニェ、物1一μに よ り,都 市 ゴにお ける業種 ゴの実質 賃金 を ω,」=

鞠Gガ μ砺 μ一1として導出す る ことがで きる。人 口移動 は このモ デル におい て

業種間 人口移動 と都 市間.人口移動が と もに発生 し.,2都 市2業 種 の実 質賃 金が.

す べて等 しくなれば,あ るいは移動す る入 口が なくなれば,均 衡 が達成 される

とす る。均衡経 路を導 くために以 ドの仮定 を置 く。

経済発展の初期段 階においては人口が少 な く,分 業の程度が低 く,都 市 間の

交通 コス トが大 きいために,都 市 間の.人口移動が緩慢であ るのに対 して,同 一

都市内部の業種間の人口移動 が実 質賃金 に対 してすばや く反応す るとすう。;

の 場 合 におい ては,ω1戸 ω2戸 ω,,ブ=A,Bが つ ね に成立 し,都 市間人 口移動

が

、….え,=γ(ω 一 の)ゐ....(23)

　

に よ っ て 表 せ る と仮 定 す る(Fujitaetal.[1999])。 こ こ で,ん=Σ λ豆∫,切=鋒 `=1

Σゐ砺 で ある。
∫=4

しか し,経 済の発展につれて,人 口が増大 し,分 業が経済発展の初期段階よ

り進み,都.市 問の交通コストが.卜分に小さくなれば,都 市間の移動が容易にな

り,そ れに対 して業種間の移動の方が相対的に困難になるとする。したが って,

二の段階での人口移動関数は次式により表せると仮定する=

8)残 りの財の需給均衡 も,数 値計算 の過程で確認 されている。
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v(m,一 の 、)λ、ノ

こ こ で,⑪=Σ λ'ゴω」ノで あ る 。
'i!L

(473)35

(24)

IIIシ ミ ュ レ ー シ ョ ン

.前節では,モ デルの非線形方程式体系を構築 したと同時に,経 済の発展段階.

に応 じて異なる入口移動関数を想定 した。次にこのモデルと人rI移 動関数に関

す る想定を使って経済発展のふだつの段階(以 下は初期段階 と発達段階と呼

ぶ)で それぞれ どのような運動が生じうるかを見てみる。

1初 期段階

初期段階では,人 口移動 関数が(23)式 に よ り表 されてお り,両 都市 の実質賃

金 が等 しくな'れば,局 所 的均 衡が達 成され る。実 質賃金 の差 伽 一ωBをA都

.市 の人ロ シェア λ渦の関数 と して プロ ッ トす る ことによ って,人 口増加 が2都

市 の均衡状態 に与 える影響 を分析で きる。数値計算 において,閉 鎖都市 と共通

.す るパ ラメー ターの値 はすべ て閉鎖都市モデ ルでの値 を採用す る。そμ以外の

パ ラメー ターの値 は以下 のよ うに個 々に設定す る。

第4図 で はa=12,T=5,N=123と 設 定 してい る。 この図 に よる.と,均

衡状態 は どち らか の都市 に集 中す る こととなる。陥=O.5で の均衡 は不安 定で

あ る。 しか し,人nが 増加 す る と,実 質賃 金差 の 曲線 は変化す る。第5図 は

N=220.45に な る とき,曲 線が ち ょうど実 質賃 金差 二 〇の直線 と接 す る様 子

を描 いている。第6図 はN=230の と きの均衡状態が一極集 中型 に加 えAA=

.0,14523の と きも安定均衡が達 成され ることを示 してい るrこ の ようにして均

衡状態 と人口成長 の関係 を表す第7図 を得 ることがで きる。

第7図 の.太い実線 は安定均衡 を示 し,破 線は不安定な均衡を表 している。 し

か も,経 済発展 の初期状態で交通 コス トが高 く,同 一都市内部の実質賃金 が常

に等 しい とい う仮定 の下で,μ をo.5と す ると,以Fの 関係 がモデ ルの構 造よ
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第4図 実 質 賃 金 差 と 人 口 シ ェ ア(N=123)
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第5図 実 質 賃 金 差 と人 口 シ ェ ア 〔N=220.45〕
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都 市システムの集 中 ・分業過程

第7図 均衡 状 態 と人 口成 長 、
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N.

り常 に成立す る1ん=砺=λ ∫!2。ゆ えに,一 極集 中が異業種集 中の特殊形態 に

過 ぎない とすれ ば,経 済発展 の初期段 階において,異 業種集 中 しか起 こらない

と結論 で きる。.これ はまさに途 ヒ国の都市 システムの形成 と発展の メカニズム

であ るといえる。

2発 達段階

異業種集中が発 生 している間に都市 間の交通が確 実に発 生 している ことは,

モ デルの需要関数に よって も,人[移 動関数 によって も確 認で きる。交通 コス

トは交通量の増加につれて低減す る(毛 「1997].)。こ こで,安 定均衡 として達

成 されてい る異業種集中が交通 コス トの低減 と人 口移動関数の変化 に よりどの

ような経路で発展 してい くかを調 べる。

一般性 を失 うことな く
,前 節で得たN-230の 均 衡 点を分析対象 とす る こと

が で きる。人 口移動 関数 が変化せず,Tだ けが減少 す ると,均 衡状 態で の実.

質賃金 と均衡で の 砺 は第1表 に示 され るよ うに ともに高 まる。巫 三ん+λ 刎

が7=1.13の と きに0.5に 達 す る ことになる。交通.コ ス トの低 減は異業種集

中の程度 を緩 め,実 質賃金 を高め る作用 があるが,同 業種集 中の方向へは発 展

させ ないこ とが示 されてい る。均 衡状 態は緩和 され る.異業種集 中状 態であ る㌔

6)二 つの1司質の都市が生成されても 即ち識 。=λガ λ、であっても それが蝶 種集中の特/



誉
一叢

　

.

薫

'∵

蓄
驚
.

、
.

、
.
.

.

壕

壌

38(476)第167巻 第5・6号

第1表 均 衡 人LIシ ェア,均 衡 実 賃 金 と交 通 コス トの 関 係

T 1.13 1.14 1.15 1.18 1.2 1.5 2 3 15

λu o.25 .0.2332 O.1683 O.1165 0.10245 0.07385 0.07265 O.0726151 0.0726

λ訟 0.25 0.2332 0.1683 O.1165 0.10245 0.07385 O.07265 o.072615 0.0726

λ田 0.25 0.2668 O.3317 0.3835 0.:櫓755 0.42615 O.42735 O.427385 0.4274

λ超 0.25 0,266呂 o.3317 O.3835 0.39755 0.42615 0.42735 O.427385 0.4274

ω 1.4979 ユ.494・1 1.4ア12 1.4227 1.4016 1.3284 1.3211 1.32292 1.3229

しか し,人 口移動 関数 に関す る第2の 想 定,す なわち(24)式 を使 うと,結 論

が変わ って くる。(24)式 におい ては2業 種 それぞれの地域 間人口移動が と も

に発 生す る。 そこで,短 期的 には一方の業種 の立地比率が変化せず,他 方 の業

種の立地比率 が当該業種 の実質賃金 を均等 化 させ るよ うに変化す る と.し,長 期

的には,短 期 的な均衡が達成 した後,先 に固定 していた業種 の立地比率 もその

業種 の実質賃 金を均等化 させ るように変化 す るとす る。

まず,τ に変化が な けれ ば,人[移 動関数第2想 定 を使 っ℃ も,も との均

衡が保 たれ るこ とは確 認で きる。 ここで 第1表 のN=230,T=2の 均 衡点 に

おいては

λM=22Aニ1/2λ4=0,0726635,

λM十21B=A,=O.5=λm十 λ28,ωf∫=1.32314

が 成 立す る、,λ踊,λ2β を固定 しておいて,itlAの 変 化 が ω、一 ω田 との関係 を

第8図 に示 されている。λMが 均 衡値0.0726635に お いて安定的であ るこ とが

確かめ られ る。同様 に,λ 、4,λ1。を固定 しておいて,業 種2の 都市 間.人II移 動

が.発生 しない ことも確認で きる。即 ち,交 通 コス トが大 きい時に,人 口移動関

数第2想 定を使 って も,既 存 の均衡状態であ る異業種 集中は依然保 たれ るので

ある。

次 に,人[移 動 関数 の変化 だ けで な く,7も 変化 す る と,ど のよ うな運動

が生 じるかを見 る。ア=1.018に な る と,第9図 に示 され ている同業種集 中が

発生す るようにな る。.実線 は λ、。,λ,。を固定 す ることによ り得 た ωLバ ωIBと

＼殊形態であるとみなすことができる。それは一極集中と対.極をなしているものである。
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第8図 丁=2.の と き に分 業 が 発 生 しな い

(477)39
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τ=1.018に な る と分 業 が発 生 す る
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/〆 ω2五一 ω2β

5D
λM,A2A

λ、A.の関係で,こ れに よ り短期均衡時 の λ14は0.5と な り,す なわ ち,業 種1

の人nが すべてA都 市に移動する。破線 は業種1の 入1」移動が均衡 に達 した後

の ω咀一W28と 煽 の関係 で,こ れ によ り業種2の 人口はA都 市 において0に

なるまで,B都 市へ移動す る。結果 として,A都 市 に業種1,B都 市 に業種2

が集 中す る ことにな り,長 期均衡は典型的な同業種集 中型で ある。

以 ヒの議論 をま とめる と,人 口移動関数 ・交通コス トζ均衡状態 の関係 を第

2表 で表す ご.とがで きる。
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第2表 人 口移 動 関数 ・交 通 コ ス トと均 衡 状 態 の 関 係.

均 衡 状 態 交通 コス トが大きい時 交通コストが小 さい時一

人口移動関数第1想 定 異業種集中型の均衡 異業種集中型の均衡

人口移動関数第2想 定 異業種集中型の均衡 同業種集中型の均衡

IV結 論

本稿 は都市 システムにおける異業種集 中か ら同業種集中への発 展法 則が存在

する ことを どのよ うに理論 的に説明 しうるか を課題 とし,非 線形 モデル方程式

体 系を構築 し,2種 類 の人口移動 関数 を想定 して,シ ミェレー ションしてみた。

経 済の初期段 階においては,交 通 コス トが高 く,.人 口が少な く,生 産 関数 に見

られる規模 の経済 によ り,極 集 中が発生す る。人IIの 増 加によ り,集 中地 の

規模 の不経済が次第 に大 き くな り,他 都市への分散 が始 まる。 しか し,高 い交.

通 コス トと(23)式 の人 口移動関数の下では,集 中地か らの分散 は2業 種 におい

て対称 的に発生 し,結 果 として,異 業種集中 しか発 生 しない ことになる。 これ

は高い交通 コス トの もとでは,.各 都市 に 自給 自.足的な生産 ・消費様式 の方が,

高 い交通 コス トによる財'の輸送 コ.ストを回避 あるいは減少 させ ることがで きる

か らで ある。 しか し,異 業種集中段 階では交通 コス トが十分 に低下 レ,人 口移

動 関数 もそれによ り(24)式 に 変化する とすれば,同 業種 集中 に発展 してい く10}。

これ は,同 業種集中 によって避け られ ない都市 間の財 の輸送 コス トが低 くな っ

た と同時 に,同 業種 集中に よる規模 の経済 の発揮 と規模 の不経済の回避 が西都

市 によ り大 きな実質賃金 を もた らすか らで ある。.実際 に,モ デルの方程式体系

において,需 要関数には異業種集 中を もた らす力 を内含 してお り,生 産関数 に

は規模 の経済 により同業種集 中を もた らす力 を有 し,均 衡状態は この二つの力

の関係 と入口移動 関数に依存 する。 この二つ の力の関係 も.また交通 コス ト,人.

1① この ことによ り,地 域 間の.交通 コス トが業種間の交通 コス トよ り相対 的に小 さ くなることは同

業 種集中の発生 条件 の1つ で あると考 えられ るg



都市システムの集中・分業過程(479>.41

口,σ などのパ ラメー ター に依存 し,人 口移動関数 も業種間交通 コス ト・同業

極 内の都市 間交通 コス トの相互 関係 に依存す る。

したが って,本 モ デルによる均 衡状態 は設定 したパ ラ メー ターの値 と人口移

動 関数 に強 く依存す る.。この意味 において,本 稿 は都 市システムの基本モデ ル

を構築す る ことによって,異 業種集 中か ら同業種集 中へ とい う法則が存在 しう

る ことを証 明 したに過 ぎない とも言 え る。現実世.界で は.どのよ うな展開 にな る.

か を示す には,本 モデルの拡 張が必要 になる。拡張 の方向 と しては,① 地域

格差 を生み 出す よ うに,入[移 動関数を交通 コス トの関数 として設定 しなお し,

各 業種 及 び都市 間の人口移動 速度 を明示的 にモデル に組 み込み,② 生産関数

及び需要関数 のパラメー ターを業種 ごとに異 なる値 を設 定 し,③ 都 市内部構

造 と周辺農村構造 をモデ ルに組み 入れ,④ 資本 を明示的 に4睦 関数に組み込

み,⑤ 業種数 と都市 数 を増や してい く,な どが考 えられ る。 これ らは今後の

課題 としたい。.

.

弔
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